
平成２９年１０月３日 

 

 

各都道府県衛生主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省健康局健康課 

 

 

情報連携の本格運用開始に伴い情報連携可能な事務手続 

及び省略可能な書類の一覧等について 

 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２

５年法律第２７号）第１９条第７号の規定に基づく情報照会及び同法第２２条第１項

の規定に基づく情報提供（以下「情報連携」という。）については、平成２９年７月

１８日から試行運用を開始し、申請者等に従来の添付書類の提出を求めつつ、情報提

供ネットワークシステムを使用した情報連携を行っているところです。 

今般、情報連携の本格運用の開始に伴い情報連携可能な事務手続及び省略可能な書

類の一覧等について、内閣官房番号制度推進室において別紙１・２及び参考資料のと

おり整理され、情報提供されているのでお知らせします。貴部局におかれましては、

本件について、貴管内市町村（保健所を設置する市及び特別区を含む。）に対し、こ

れらの資料を試行運用や本格運用の準備に活用していただけるよう周知をお願いし

ます。なお、別紙１及び別紙２については、今後公表される予定です。 

なお、情報連携の本格運用の開始期日については、内閣官房より現時点での想定日

を別途デジタル PMOを通じてお知らせされていますが、最終的な決定期日について

は、１０月下旬を目途に再度御連絡しますので、併せて周知するようお願いいたしま

す。 

 

（参考１）別紙の内容について 

【別紙１】マイナンバー制度の情報連携（本格運用）に伴い省略可能な書類の例（案）

（平成２９年９月時点） 

   情報連携に伴い、省略可能な書類（例 住民票の写し、課税証明書等）につい

て代表例を示したもの 

【別紙２】本格運用開始時点において情報連携可能な事務手続の一覧及び省略可能

な書類（平成２９年９月時点） 

   情報連携の本格運用開始時点（本年秋頃）において、情報連携可能な事務手続

及び省略可能な書類の一覧（９４０手続） 

   ※いわゆる「公用請求」などにより、従来から添付書類を求めていない事務手続について

も掲載している。 



   ※「左記情報を確認するために従来必要だった添付書類」の要否については、各地方公共

団体・行政機関において取扱いが異なる場合がある。 

【参考資料】情報連携対象とする事務手続一覧（平成２９年９月時点） 

   情報連携可能な事務手続及び省略可能な書類の一覧（全体版）（１８７２手続） 

※データ標準レイアウトの改版に伴い、平成３０年７月に追加又は削除される事務につい

ては未反映。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事 務 連 絡 

平成２９年９月２８日 

 

各府省番号制度主管課 御中 

 

内 閣 官 房 番 号 制 度 推 進 室 

総務省大臣官房個人番号企画室 

 

情報連携の本格運用開始に伴い情報連携可能な事務手続 

及び省略可能な書類の一覧等について（依頼） 

 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２

５年法律第２７号）第１９条第７号の規定に基づく情報照会及び同法第２２条第１項

の規定に基づく情報提供（以下「情報連携」という。）については、平成２９年７月

１８日から試行運用を開始し、申請者等に従来の添付書類の提出を求めつつ、情報提

供ネットワークシステムを使用した情報連携を行っているところです。 

 今般、情報連携の本格運用の開始に伴い情報連携可能な事務手続及び省略可能な書

類の一覧等について、別添のとおり各都道府県番号制度主管部局に対して連絡しまし

たのでお知らせします。 

 貴課におかれては、関係制度所管部局を通じてそれぞれの所管制度の実務を行う地

方公共団体（市区町村教育委員会、一部事務組合及び広域連合を含む。）制度所管部

局に対して、別紙事務連絡案を参考に、周知と活用を促すようお願いいたします。 

 

（以上） 

 


